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○学校法人明治薬科大学役員等国内旅費規程 

制定 昭和60年３月28日 

改正 平成４年７月７日 

 平成４年９月８日 

 平成15年10月７日 

 令和２年３月25日 

 令和６年６月12日 

 令和７年６月20日 

 

（目的） 

第１条 この規程は、学校法人明治薬科大学役員等報酬規程第６条第１項の規定に基づき、理事、

監事、評議員、顧問、法人アドバイザー（以下、「役員等」という。）に対して支給する国内出

張旅費基準を定めることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 役員とは、理事及び監事をいう。 

(2) 評議員とは、寄附行為第 38条により選任された者をいう。 

(3) 顧問とは、寄附行為施行規則第 69条に定める者をいう。 

(4) 法人とは、学校法人明治薬科大学のことをいう。 

(5) 法人アドバイザーとは、本学経営に対するアドバイスをもらうために理事会の議を経て、

理事長が委嘱した者をいう。 

(6) 出張とは、役員等が、法人業務のため、一時、その住所又は勤務地（清瀬キャンパス）を

離れ、移動することをいう。（法人が主催する会議への出席を含む。） 

（旅費の支給） 

第３条 役員等が出張する場合には、別表の区分により、旅費を支給する。 

（出張届の提出申請） 

第４条 出張する役員等は事前に出張の日時、場所、目的を法人課に通知する。また、必要に応

じて開催案内等を提出する。 
２ 法人課は、前項の通知を基に出張届を作成し、必要に応じて開催案内等を添付し、理事長の

承認を得るものとする。 
（旅費の種類） 

第５条 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃及び宿泊科とする。 

（旅費の計算） 

第６条 役員等は、出張後 10 日以内に国内旅費精算書と「明治薬科大学」又は「明治薬科大学

＋個人名」の領収書を法人課に提出するものとする。鉄道賃、船賃、航空賃、車賃及び宿泊科

は、国内旅費精算書に記載された経路及び利用方法により計算し支給する。 

２ 鉄道賃はＪＲ、私鉄等の在来線及び各種新幹線を含めて普通乗車券、特急券（自由席・指定

席）の利用料金を支給することができる。なお、新幹線を利用した場合には、領収書のほかに

利用区間のわかる明細等を提出するものとする。 
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(1) 理事長・学長理事はグリーン車の利用を可とする。その他役員等は必要に応じて理事長が

定める。 

３ 航空賃は、次の各号により支給する。なお、領収書のほかに利用区間がわかる搭乗券等を提

出するものとする。 

(1) 出張目的地が、他の交通機関を利用するよりも航空機利用の方が利便性が高い場所のとき 

(2) その他、理事長が特に必要と認めたとき 

(3) 予約変更可能なチケットとする。 

(4) 理事長・学長理事はビジネスクラス以上とし、その他役員等はエコノミークラス（クラス

Ｊ含む）の利用とする。 

４ 船賃は、旅客運賃、寝台料金及び特別船賃料金並びに座席指定料金とする。 

５ 車賃は、バスの乗車に要する料金及び利用が妥当な場合のタクシーの料金とする。 

６ 宿泊料は、札幌、仙台、東京、横浜、名古屋、京都、大阪、神戸、福岡は１泊 40,000円以内、

その他地域は 30,000 円以内とし、朝食付きの実費支給とする。また、宿泊基準は以下いずれ

かに該当する場合とし、出張中の宿泊夜数に応じて支給する。 

(1) 前泊・後泊においては、居住地の最寄駅から出張用務地の最寄駅までの経路が片道 100km 

を超える場合 

(2) 前泊においては、居住地を午前 8時以前の出発となる出張 

(3) 後泊においては、居住地を午後 10時以降の帰着となる出張 

(4) その他、理事長が特に必要と認めたとき 

ただし、宿泊理由を明記した宿泊届を作成し、理事長の承認を得たうえで、事前に法人課に提

出するものとする。 

７ 出張の急な変更、負傷、疾病、天災その他やむを得ない事情により、キャンセル料等が発生

した場合は、該当する運賃及び宿泊料に係るキャンセル料等の実費を支給することができる。 

（支給日） 

第７条 出張旅費は次月 25 日（ただし、支給日が土日、祝祭日にあたる場合又は金融機関が休

業日の場合は、その前日）に支給する。また、領収書が利用月に提出されなかった場合には、

領収書が提出された月の翌月の支給とする。ただし、原則として年度を超えた支給はしないも

のとする。 

（旅費支給の準用） 

第８条 理事長が、役員以外の者で、法人業務のために出張を認めた者は、役員等に準じ、旅費

を支給する。 

（その他） 

第９条 本規程に定めのない事項が発生した場合は、理事会の議を経て、理事長が定める。 

（公表） 

第 10条 法人は、この規程をもって、私立学校法に定める報酬等の支給の基準として公表する。 

（補則） 

第 11条 この規程の実施に関し必要な事項は、理事長が理事会の議決を経て、別に定める。 

（改廃） 

第 12条 この規程の改廃は、評議員会の意見を聴いた上で、理事会の議決により行う。 
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附  則 

この規程は、平成 15年 10月 7日から施行し、平成 15年 10月 1日から適用する。 

附  則 

この規程は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

附  則 

この規程は、令和 6年 7月 1日より施行する。 

附  則 

この規程は、令和 7年 7月 1日より施行する。 

 

別表 

出張旅費 

鉄道賃 実費 

船 賃 実費 

航空賃 実費 

車 賃 実費 

宿泊料 実費 

 


